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1900 －0.0300 0.1799** －0.1372** －0.0727
（0.0582） （0.0722） （0.0594） （0.0993）
1910 0.0047 0.0174 －0.0638 0.0512
（0.0461） （0.0571） （0.0470） （0.0786）
1920 0.0508 0.0229 0.0144 0.0135
（0.0393） （0.0487） （0.0401） （0.0670）
1930 0.0576* 0.0087 0.0536 －0.0047
（0.0322） （0.0400） （0.0329） （0.0550）
1940 0.0204 －0.0376 0.0495* 0.0084
（0.0248） （0.0307） （0.0253） （0.0423）
1950 0.0223 －0.0058 0.0175 0.0106
（0.0164） （0.0203） （0.0167） （0.0279）
1970 0.0515 0.0802** －0.1175*** 0.0888*



























1900 －0.0718 －0.0518 －0.2297** 0.2097
（0.0529） （0.0714） （0.0933） （0.1018）
1910 －0.0166 －0.0489 －0.1456** 0.1780
（0.0419） （0.0565） （0.0739） （0.0806）
1920 0.0363 －0.0137 －0.0422 0.0922
（0.0357） （0.0482） （0.0629） （0.0687）
1930 0.0584** 0.0281 －0.0444 0.0747
（0.0293） （0.0395） （0.0517） （0.0564）
1940 0.0177 －0.0066 －0.0386 0.0628
（0.0225） （0.0304） （0.0397） （0.0433）
1950 0.0021 0.0355* －0.0442* 0.0108
（0.0149） （0.0201） （0.0262） （0.0286）
1970 －0.0312 －0.0154 －0.0407 0.0249*
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（年齢効果）を抽出したものである。男性については、個人所得の標準偏差は40歳代半ばまで大きく
上昇し、その後はやや緩やかに上昇を続けるが、50歳代半ば以降は低下に転ずる。女性については
40歳代半ばまで上昇をつづけるが、その速度は男性の場合よりも緩やかであり、その後横ばいとなっ
てから、50歳代半ば以降は低下していく。図の折れ線は男女の標準偏差の比率をとったものである
が、ライフサイクルのほとんどの期間を通じて比率の低下がみられる。
表1は、コーホート分析によって抽出した個人所得の標準偏差についての世代間での違い（コーホー
ト効果）である。1940年代生まれ以前の女性コーホートについては、明らかに参照世代を含む1950
年代生まれ以降よりも低い値となっている。このことは、戦後生まれの世代においては女性の個人所
得の標準偏差が大きくなっているということの裏返しである。男性コーホートについては、出生年代
によって符号がまちまちで、はっきりした傾向は読み取れない。
ここから、共分散項の推移においては、次のような事実を踏まえておく必要があることがわかる。
基本的に夫婦と所得のない子どもによる世帯が中心となる50歳代までの年齢時期には、男性の個人
所得の標準偏差の上昇速度が女性よりも早いため、男性コーホートについての共分散項の中に含まれ
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表A1 個人所得の標準偏差のコーホート効果
出生年代 男性 女性
1900 15.38 －18.82*
（21.04） （10.35）
1910 －19.38 －24.93***
（16.65） （8.19）
1920 －14.93 －26.99***
（14.19） （6.98）
1930 1.45 －25.34***
（11.65） （5.73）
1940 12.21 －14.64***
（8.96） （4.40）
1950 13.79** －3.01
（5.91） （2.91）
1970 －19.57* －4.85
（11.30） （5.56）
（注）数値は1960年代生まれを比較対象とする出生年
代ダミーの係数推定値、括弧内の数値は係数推定
値の標準偏差である。***、**、*はそれぞれ、1％
水準、5％水準、10％水準で係数推定値が統計的
に有意に非ゼロであることを示す。
る・・a,c・の値は低下していくものと考えられえる。同時期の女性コーホートについては、・・a,c・
の分子分母の関係が男性とは逆転するため、・・a,c・の値は上昇していくものと考えられる。
60歳代以降は、所得をもつ子ども世代と同居する個人が現れるようになるため、共分散項と
・・a,c・との関係については、本稿で使用するデータから明確な特徴を述べることは困難である。
戦後生まれの女性コーホートは、戦前生まれに比べ個人所得の標準偏差は高く、・・a,c・が低い値
を示す方向に働く。
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注
1）例えば岩本・福井（2001）は高齢者の親とその子世代の同別居における所得の影響についてクロスセ
クションデータに基づいて分析し、親世代の所得が低いと同居を選択する傾向があることを実証的に明
らかにしている。
2）再分配後の可処分所得については『国民生活基礎調査』では3年に1度の大規模調査年においてのみ
調査が行われている。サンプル数の確保のため、本稿では毎年の集計量が得られる市場所得を分析の対
象とした。
3）本稿で使用するデータの出所である『国民生活基礎調査』で調査されている所得は前年所得であるため、
本稿で述べている各歳所得とは、実際には1歳さかのぼった時点における所得である。また、本稿で
用いている所得は、稼働所得だけでなく年金等の社会保障給付も含んでいるため、個人所得格差の性別
による違いを解釈する際には、稼働所得が所得の中心となっている若年期と、社会保障給付が所得の中
心となる高齢期とに分けて考える必要がある。
4）本稿で使用している集計量は夫婦のみの世帯に限ったものではなく無配偶の個人や親世代・子世代で同
居している個人などさまざまな世帯類型にある個人をすべて含めて集計されているため厳密ではない点
には注意が必要である。
5）Pencavel（2006）では分析対象を夫婦世帯に限定し、世帯稼働所得を夫の稼働所得と妻の稼働所得の
和として同様の要因分解をおこなっている。それに対して本稿における分析対象はあらゆる家族構成に
あるすべての個人である。個人は就業選択等によって個人所得についての意思決定をおこなうとともに、
世帯形成によって他の世帯員の所得についても間接的な意思決定をおこなっている、というのが本稿に
おける個人行動についての想定である。なお、式以下の数式は等価比率所得調整を行うか否かに関わ
らず成立するが、本稿で使用するデータには世帯所得については等価所得比率調整済み集計量が存在す
るが個人所得についてはそれがない。したがって、本稿における分析は等価所得比率調整を行わない集
計量に関するものである。
6）・の分母である個人所得の標準偏差の推移についての考察は、共分散項を解釈する一助となる。補論で
は、個人所得の標準偏差について本論と同様の分析を行っている。
7）図中の実線は1910年生まれ以降の10年おきのコーホートについての集計量、点線は1915年生まれ
以降の10年おきのコーホートについての集計量である。以下、図10まで同様。
8）Pencavel（2006）は妻の年齢を基準にした夫婦の稼働所得についての集計量の推移を検討しているの
で、本稿における集計量の推移と厳密な形では比較することができない点には注意が必要である。
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9）本稿で使用する疑似パネルデータには、共分散項を得るために必要な集計量の一部（他の世帯員の所得
の標準偏差および個人所得と他の世帯員の所得の相関係数）は収録されていない。したがって、ここで
の共分散項は、式の定義に従い、世帯所得の変動係数から個人所得の変動係数および個人所得比率を
控除することにより求めている。
10）80歳以降は集計量の散らばりが大きいため、コーホート分析の対象からは外している。また、23歳ダ
ミー、1960年代生まれダミー、1989年ダミーは、一次従属を避けるため説明変数から外している。
回帰によって得られる定数項の推定値は1989年時点で23歳であるコーホート（1960年代生まれに
含まれるコーホート）の集計量を表すことになる。
11）各集計量の推移は、各集計量についての最小二乗回帰から得られた年齢ダミーの係数推定値を定数項に
よって調整したものである。
〔参考文献〕
安部由起子・大石亜希子、「妻の所得が世帯所得に及ぼす影響」、小塩隆士・田近栄治・府川哲夫編『日本の
所得分配 格差拡大と政策の役割 』第8章、東京大学出版会、185209頁、2006年。
Cancian,M.andD.Reed（1998）,・AssessingtheEffectsofWives・EarningsonFamilyIncome
Inequality,・TheReviewofEconomicsandStatistics,80（1）,pp.7379.
Deaton,A.andC.Paxson（1994）,・IntertemporalChoiceandInequality,・JournalofPoliticalEconomy
102,pp.43767.
府川哲夫（2006）、「世帯の変化と所得分配」、小塩隆士・田近栄治・府川哲夫編『日本の所得分配 格差
拡大と政策の役割 』第6章、東京大学出版会、141184頁。
岩本康志（2000）、「ライフサイクルから見た不平等度」、国立社会保障・人口問題研究所編『家族・世帯の
変容と生活保障機能』第5章、東京大学出版会、7594頁。
岩本康志・福井唯嗣（2001）、「同居選択における所得の影響」、『日本経済研究』No.42、2143頁。
西村幸満（2006）、「若年の非正規就業と格差 都市規模間格差、学歴間格差、階層間格差の再検証 」、
『季刊社会保障研究』第42巻第2号、137148頁。
大竹文雄『日本の不平等』、日本経済新聞社、2005年。
大竹文雄・齊藤誠（1999）、「所得不平等化の背景とその政策的含意：年齢階層内効果、年齢階層間効果、
人口高齢化効果」、『季刊社会保障研究』第35巻第1号、65-76頁。
Pencavel,J.（2006）,・ALifeCyclePerspectiveonChangesinEarningsInequalityamongMarriedMen
andWemen,・TheReviewofEconomicsandStatistics,88（2）,pp.232242.
橘木俊詔（1998）、『日本の経済格差』、岩波書店。
寺崎康博（2002）、「所得格差の変動の構造分析 家族変動と社会保障の観点から 」、『社会保障の改
革動向に関する国際共同研究』（厚生科学研究費補助金政策科学推進研究事業）、147183頁。
TheInfluenceoftheChange
inHouseholdStructureonIncomeInequality
TadashiFUKUI
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Abstract
Inrecentyears,theinequalityineconomicconditionshasbecomerecognizedmoreseriously.
Meanwhilethechangeinhouseholdstructuremadethefamilysizesmalerthanbefore,sothat
theeffectofhouseholdformationwhichmoderatesincomeinequalityatindividuallevelhadbe-
comeweaker.Thispaperinvestigatestheconnectionbetweenindividualincomeinequalityand
householdincomeinequalitytoclarifytheroleofhouseholdformationasincomesecurityfunc-
tion.
Acohortanalysisbasedonquasi-paneldatafrommid-1980tomid-1990showsthatthemale
intheirearlytwentiesandthemaleaged60ormoretendtocounterbalanceindividualincome
inequalitybylivingwiththeirparentsorchildren.
Theanalysisalsosuggeststhatthemaleborninthe1900・sandinthe1970・sareexposedto
alargeinequalityinindividualincome.Theformercohort,whospentthemainoftheirlife-cycle
inthepre-warage,isnotcoveredbyanadequatesocialinsurancesystem.Thelattercohort
startedtheirlifecycleunderadepressedmacroeconomicsituation.Bothcohortsseemdisposed
toformhouseholdwiththeirchildrenorparentstosecurethehouseholdincomelevel.
Keywords:individualincome,householdincome,incomeinequality,householdformation,
quasi-paneldata
